
般財源 △962 1,478 △962 2,440

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

令和 2年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 3. 自主防災組織支援事業

1. 総務管理費

12.防災対策費 危機管理室

（佐倉市）　　

第２章
快適で、安全・安心なまちづくり 17,520

平成28年度 4,050

臨時 補助 計画 0 0 1,881 基本施策３
消防・防災の充実 平成29年度 3,510

平成30年度 3,490

施策４
地域における災害への備えを支援します 平成31年度 3,525

令和 2年度 2,945

県支出金 その他

962 0 962 △962

577 2,055 577 0 1,478

・自主防災組織の設立支援及び活動にあたり助成金を支 防災対策の基本は、自助、共助であり、災害発生時の初 各地域での共助を推進するには自主防災組織の設立や活

払います。 動期における活動が重要となります。そのため、各地域において、自主 動を支援することは不可欠であり、これにより、災害時の被害の軽減が

・防災資機材の貸与を行います。 防災組織を設立し、充実した防災活動を行うことができるよう支援しま 期待できます。

す。 自主防災組織数：115団体(令和元年11月時点）

地域への自主防災組織の理解や必要性など、継続 各種市民団体等が主催する防災研修会に職員を派

的な啓発が必要です。 遣し、自主防災組織に対する理解や必要性などを、積極的に啓発してま

いります。

17 1,155 1,925 △770

18 900 1,080 △180

16 02 01 01 06 00 地域防災力向上総合支援補助金 962 577 962 △385

差引一


